


＜2020年５月期決算のポイント＞

第３四半期までは、消費増税や暖冬を乗り切り、ほぼ計画線で推移しました。

第４四半期、従来、最も売上や収益の取れるクオーターですが、新型コロナウイルスの直撃を受け、

前年比較でおよそ６０億円の売上が消滅しました。

連結の売上高は１４.４％減の４２５億円、営業利益は４６.８％減の２４億円となりました。

既存店売上高についても、第３四半期まではほぼ１００％をキープしていましたが、

第４四半期に大きく落ち込み、トータルでは８７.１％となりました。

一方、粗利益は５７.７％から５８.３％へ０.６ポイント改善しました。

消費増税分２％を飲み込みましたが、値下げ販売の抑制やアセアンシフトの拡大が功を奏して、

高い水準を確保しました。

Ｅコマースの売上高は６３.５％増加し、２９億円となりました。ＥＣ売上比率も７％に拡大しました。

特に、約５割を占める自社ＥＣサイトの利便性向上に力を入れ、ＥＣ全体をけん引することができました。

また、新規顧客獲得のため、ショップリストにも出店しました。

ミャンマーの自社工場は比較的順調に生産を続けましたが、やはり新型コロナウイルスの影響を受けています。

水掛祭りとその後の休業要請があって、約半月程度操業を休止しました。

現在は生産を再開し、ほぼ巡航速度に近い水準まで戻っています。



＜2020年５月期決算概要（連結）＞

売上高は４２５億円、新型コロナウイルスの感染拡大により、

店舗の休業や営業時間短縮が相次ぎ、大きく売上を落としました。

４月は４３４店舗、５月は４８０店舗が休業となり、

開いている店舗もほとんどが営業時間の短縮を余儀なくされました。

一方、売上総利益率は５８.３％と前期比で０.６ポイント改善しました。

値下げ販売の抑制やアセアンシフトの寄与も大ですが、

有利なレートの為替予約に助けられた面もあります。

販管費は７.２％減の２２４億円となりました。店舗休業等に際して賃借料の減免等を交渉したほか、

雇用調整助成金の申請も行いました。なお、この間、従業員の雇用はすべて守ることができました。

その結果、営業利益は２４億円となりました。

経費削減に努めましたが、

第４四半期に約６０億円の売上が消滅してしまいましたから、やむを得ない結果だと受け止めています。

特別利益、特別損失につきましては、資料記載の通りです。

年間配当金は、１株当たり４０円となる予定です。

安定配当を基本方針とし、期末配当は１株当たり２０円となる予定です。



＜四半期決算の推移（連結）＞

第１四半期・第２四半期は堅調、

第３四半期は消費増税や暖冬に伴う消費マインド低下等で前期比若干マイナス、

第４四半期は新型コロナウイルスの影響で大打撃といった状況でした。

当社は、第４四半期に大きく業績を伸ばすビジネスモデルであり、

年度業績に大きな影響を与えました。



＜2020年５月期決算概要（業績推移）＞

売上高・店舗数の推移、利益の推移（日本セクター）は記載のとおりです。

店舗数は８８１店舗まで増加しましたが、

売上高・利益は、第４四半期の影響を受けた状況です。

既存店売上ベースで、前々期（2019年５月期）の水準に戻すべく、

ＥＣ事業の拡大・強化や売場リフレッシュ等、各種施策を打ってまいります。



＜売上高の状況＞

●店舗数と出退店の状況

2020年５月期は、出店３５店舗、退店１９店舗、純増１６店舗で、

期末（2020年５月31日）時点で、８８１店舗となりました。

当初出店２５店舗を予定しましたが、上期業績が堅調であったことで、

出店依頼の要請も多く、厳選して出店を行いました。



＜客数・客単価＞

第３四半期までの客数・客単価と

第４四半期の客数・客単価は以下のとおりです。

第４四半期が年度業績に大きな影響を与えることとなりました。

●第３四半期まで（2019年６月～2020年２月）前期比 単位：％

●第４四半期（2020年３月～2020年５月）前期比 単位：％

直営店 既存店 直営店 既存店 直営店 既存店 直営店 既存店 直営店 既存店
100.4 100.2 100.8 100.6 99.6 99.6 101.8 101.5 97.9 98.2

売上高 客数 客単価 Ｉ単価 一人あたり買上点数

直営店 既存店 直営店 既存店 直営店 既存店 直営店 既存店 直営店 既存店
57.8 56.9 55.1 54.2 104.8 105.1 95.4 95.3 109.9 110.3

売上高 客数 客単価 Ｉ単価 一人あたり買上点数



＜ブランド別売上高＞

ブランド別売上高構成比は、ほぼ前期と同じ構成比となりましたが、

ノンエイジブランドのシネマクラブとヤングカジュアルブランドのコルザが構成比を高めている状況です。

理由としましては、

新型コロナウイルスによる緊急事態宣言等により、テレワークが増えた影響が考えられます。

ブランド別の役割を明確にし、

「高感度、高品質、リーズナブルプライス」を追求し、

素材にこだわり、低価格で価値のある商品企画・提供に努めました。

また、国連が定めるSDGS（持続可能な開発目標）の一環として、

オーガニックコットン等の環境に配慮したサステナブル素材も積極的に取り入れました。



＜販管費対売上高構成比（連結）＞

第４四半期に急速に売上が落ち込んだ結果、販管費率は上昇しました。

人件費につきましては、

対売上比で増加しましたが、９３億８０百万円（前期比６.３％減）と金額では減少しました。

店舗費につきましても対売上比で増加しましたが、

家賃減免交渉を行った結果等から、９４億４百万円（同１１.３％減）と金額では減少しました。

減価償却費につきましては、店舗数増加等もあり、８億８８百万円（同４.８％増）と増加しました。

その他につきましては、

EC事業の伸長による販売手数料の増加等で、２７億４０百万円（同１.３％増）と増加しました。



＜貸借対照表（連結）＞

自己資本比率は、８５.８％と前年より２.５ポイント上昇し、引き続き財務の健全性を維持しております。

また、流動比率も７３１.０％で、運転資金等、資金の流動性は十分に確保しています。

当面、資金調達の予定はありませんが、

銀行との当座貸越契約等を従前から締結しており、資金調達面での手当ては対応済です。



＜キャッシュフロー計算書（連結）＞

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、

前連結会計年度末に比べて２５億５３百万円減少し、８８億４５百万円となりました。

当連結会計年度末における各キャッシュフローの状況は、次のとおりです。

●営業活動によるキャッシュフロー

営業活動の結果得られた資金は、

１億８９百万円（前連結会計年度比９６.３％減）となりました。

昨年比で４９億円減少しましたが、これは税金等調整前当期純利益が２７億４４百万円（同３８.４％減）となり、

たな卸資産が１３億３０百万円増加したほか、法人税等１１億７百万円の支払いにより

資金が減少したことが主な要因です。

●投資活動によるキャッシュフロー

投資活動の結果使用した資金は、１６億５８百万円（同４９.６％増）となりました。

これらは、差入保証金の回収により１億９５百万円資金が増加したのに対し、

新規出店及び改装に伴う有形固定資産の取得１５億１９百万円を支出した結果、

資金が減少したことが主な要因です。

●財務活動によるキャッシュフロー

財務活動の結果使用した資金は、１１億２１百万円（同３９.１％増）となりました。

これらは、配当金１１億１４百万円の支出により資金が増加したことが主な要因です。



＜生産国別仕入状況（洋服のみ）＞

今般、新型コロナウイルスの影響による生産国側の混乱でシェアが若干変わっていますが、

基本的には中国からアセアンへのシフトが進んでいます。

実績としましては、ミャンマー３７.０％、バングラデシュ３０.８％、カンボジア１６.３％、

ベトナム９.６％等、アセアン合計９４.７％、中国５.３％となりました。

引き続き、新型コロナウイルスの影響を注視しつつ、

適時適切な生産国・サプライヤーに発注していく方針です。



＜売上総利益率と自社企画比率の推移＞

アセアン生産比率、自社企画比率の上昇が、売上総利益率確保に大きく寄与しています。

今後も商品の自社企画を維持し、より最適な生産国・サプライヤーに発注を行っていく方針です。





＜2021年５月期業績見通し＞

2021年５月期は、新型コロナウイルスからの売り上げ回復が最優先課題となります。

伸びしろの大きいＥＣ事業には力を注いでまいります。

また、採用が難しい地域での人員確保も積極的に行ってまいります。

業績予想につきましては、

既存店売上高前期比１１２.９％（上期９８.４％、下期１３１.８％）を見込みます。

※上期に事業活動が徐々に回復し、下期には正常化する仮定のもとに算出しております。

また、出退店計画は

新規出店は２５店舗、退店２０店舗、改装３０店舗を見込み、

純増５店舗の８８６店舗の着地計画で進めてまいります。



＜2021年５月期の方針＞

①３つのブランドの役割を明確にし、幅広い年代のお客様に支持される商品投入と不振店舗の改善を継続して

まいります。ＥＣについては積極的に経営資源を投入し、業績に結びつけてまいります。

●品質の向上

素材への拘りをさらに高め、高品質・リーズナブルプライスで価値のあるハニーズの強みを活かした

商品づくりを目指します。

●ファッションポイント別振分の精度向上

店舗の特徴に沿った商品振り分けを強化し、各店舗の売上アップに繋げます。

また、適正在庫の維持に注力し、作業効率化とコスト削減に繋げます。

● 「売場リフレッシュ」の継続

レイアウトや店頭打ち出しを一から見直し、商品整理、レイアウト変更等を実施する「売場リフレッシュ」を

継続し、前年比低迷店舗、不振店舗の改善を図ります。

● EC事業の拡大

伸びしろの大きいＥコマースについては、市場全体の動向を見据え、自社サイトのユーザビリティを

改善します。

ＳＮＳや広告媒体を効果的に活用し、新規ユーザーを獲得するとともに既存会員との深耕を図ります。

また、業容拡大に対応するため、物流・システム投資により、効率化を進めます。

②ミャンマー自社工場の生産効率向上により、

高品質で低価格な商品供給体制にさらにみがきをかけてまいります。



＜2021年５月期業績見通し＞

今期計画は、売上高は前期比１４％増の４８５億円、売上総利益率５８.１％、

販売管理費２４０億円、営業利益４２億円、経常利益４２億円、

親会社株主に帰属する当期純利益２６億円を見込みます。

また、ECにつきましては、前期比２８％増の売上３８億円、

EC化率７.８％を目指すとともに、２年後に売上５０億円、EC化率１０％を達成すべく、

集中的に経営資源を投入し、物流やシステムへの投資を積極的に行っていく方針です。

なお、今期計画につきましては、上期に事業活動が徐々に回復し、

下期には正常化する仮定のもとに算出していますが、

新型コロナウイルスの第２波流行拡大による営業環境の変化等によっては、

業績見通しを変更する可能性があります。

配当につきましては、

株主の皆様への利益還元と、新たな事業展開に向けた内部留保を勘案し、

連結配当性向３０％を目標とすることを当社の基本方針としております。

2021年５月期配当につきましては、中間１５円、期末１５円の年間３０円の予想といたします。



＜売上高・営業利益の推移（連結）＞

堅実に収益性を高めてまいりましたが、2020年５月期はブレーキがかかりました。

2021年５月期は売上回復が最優先課題です。

いかに早い時期に新型コロナウイルスの影響から正常な業績に回復できるかがポイントとなります。

高品質でリーズナブルプライスの商品を適時適切に店舗に投入し、

ＥＣ事業の拡大・強化や「売場リフレッシュ」等の各種施策を通じて、業績回復に努めてまいります。



＜2021年５月期設備投資計画＞

2021年５月期は、出店２５店舗、退店２０店舗、改装３０店舗を予定しています。

また、ECに関連した物流センター増築等に１０億円投資予定です。

ミャンマーにつきましては、

工場内商品移動設備や自動縫製機器等の導入を予定しています。














